様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　10月15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　せいぶかんこうどぼく　かぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　セイブ管工土木株式会社
（ふりがな）　さかい　つよこ
（法人の場合）代表者の氏名　坂井　ツヨ子    印
住所　〒861-1104
熊本県合志市御代志１５１６−２
法人番号　7330001009422　　　

　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。


	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	セイブ管工土木株式会社　DX戦略　「DX戦略」

	公表日
	2021年　　8月　　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページ／DX戦略　
Digital Transformation　セイブ管工土木のDX戦略についての「セイブ管工土木のパーパス」「セイブ管工土木のビジョン」をクリックする。
https://savekanko.co.jp/

	記載内容抜粋
	私たちは、公共の下水道管工事やメンテナンスで得たノウハウを基盤に、デジタル技術を駆使して、民間管理の排水管路の成人病検診サービスの提供、管路工法の変革及びマーケティングや人材育成を推進します。
また、デジタル化により活動エリアを九州全域に広げ、水の管理を通して安心で安全な生活環境の基盤を支える企業として変革してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX戦略の内容は、2021年8月7日に実施した取締役会で承認しました。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	セイブ管工土木株式会社　DX戦略　　「DX戦略」

	公表日
	　　2021年　　8月　　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページ／DX戦略　
Digital Transformation　セイブ管工土木のDX戦略についての「セイブ管工土木のDX戦略」をクリックする。
https://savekanko.co.jp/

	記載内容抜粋
	私たちは、2022年度に排水管路の成人病検診サービスの提供を開始し、環境マネジメントシステムの仕組みを活かしながら、2026年までに九州全域に普及するために以下の３つのDX戦略を立案し実践してまいります。
1 下水管路の診断DX
排水管路の成人病検診システム開発及び内視鏡カメ
ラの導入により下水管路の新サービスを開始
2 土木業務プロセスのDX
デジタル化による管路工法の変革及び施工仕様書、記録のデジタル化の推進
3 マーケティング・人材育成
データ解析によるマーケティングの強化及びDXを支える人材の育成

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX戦略の内容は、2021年8月7日実施した取締役会で承認しました。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	セイブ管工土木株式会社　DX戦略　「DX戦略」
Digital Transformation　セイブ管工土木のDX戦略についての「DX推進体制」をクリックする。
https://savekanko.co.jp/

	記載内容抜粋
	社長の直下に「DX戦略推進事務局」を設置し、既存事業及び新規事業の融合を図りDXを着実に実施します。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	セイブ管工土木株式会社　DX戦略　「DX戦略」
Digital Transformation　セイブ管工土木のDX戦略についての「DX推進の枠組み（環境ISOとDX戦略）」をクリックする。
https://savekanko.co.jp/

	記載内容抜粋
	20年以上実践してきた環境ISOのフレームを利用し推進します。まず、当社が置かれた状況分析を行い、・プロジェクトチーム結成・目標設定・活動内容検討を行い、活動計画を立案し毎月進捗確認を実施していきます。また、毎年、内部監査及び経営者による見直しを実施し継続的な改善を推進します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	セイブ管工土木株式会社　DX戦略　　「DX戦略」

	公表日
	　　2021年　8月　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページ／DX戦略　「DX戦略」
Digital Transformation　セイブ管工土木のDX戦略についての「セイブ管工土木のDX戦略　目指すべきゴールと目標値」をクリックする
https://savekanko.co.jp/

	記載内容抜粋
	＜DX戦略のKGI＞　
■排水管路の成人病診断：2026年までに全九州で３００件実施
■業務プロセス：2026年までに排水管路工法のうち50％がデジタル化できている。
■マーケティング：九州全域で当社サービスがマンション管理組合に認識されている。
■人材育成：2026年までに排水管路のデジタル化に対応できる人材を10名確保する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年　　8月　　10日

	発信方法
	自社ホームページ／DX戦略　
Digital Transformation　セイブ管工土木のDX戦略についての「セイブ管工土木のDX戦略について（社長メッセージ）」をクリックする。四半期に１回ずつ更新していきます。
https://savekanko.co.jp/

	発信内容
	私たちは、創業以来、地元の熊本県合志市を中心に管工事・土木工事業を展開してきました。このたび、これまでのノウハウを活かし、2022年度に排水管路の成人病検診サービスの提供を開始し、2026年までに九州全域に普及するためにDX戦略を立案しました。
高度成長期に全国的に普及した下水道施設のおかげで、私たちの衛生環境は格段に向上してきました。一方で、下水道施設の老朽化に伴う維持管理費が年々増加しています。人口減少、税収減少の中で新規施設への投資ができない中、いかに今の施設を長寿命化するかが大きな社会課題ともなってきています。
その解決方法が、いわゆる除害施設の「排水管路の成人病診断」です。この除害施設部分は、今まで公的な維持管理対象となってこなかったため「閉塞」「汚れ」「破損」が著しく、その先の下水道本管や下水道処理施設の負担増（薬品、処理時間）の原因にもなってきています。また、近年のゲリラ豪雨でのオーバーフローにもつながっています。
このサービスは、あたかも大腸の内視鏡検査のように、定期検診を受けることで、現状の排水管を見える化し、もし不具合（病気）があれば早期対処が可能となります。
排水管工事（外科手術）は大変なコスト高となりますが、未然に予防すれば長く健康を保持することができます。普段の生活では気づかない部分ですが、一旦詰まると日常生活に大きく影響する分野でもあります。私たちは、この問題の重要性を、住民や事業者にも理解いただき、解決すべく、排水管路の成人病検診におけるデジタル化に取り組み、みなさまのライフラインを支える企業になりたいと考えています。私たちの取り組みにご期待ください。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年 8月 8日

	実施内容
	DX推進指標　自己診断フォーマットに基づき実施。
別途添付



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　２０２１年１月頃　～　２０２１年８月頃

	実施内容
	「情報セキュリティ基本方針」の策定及び公表
（2021年8月）　
「セキュリティアクション」の二つ星宣言（2021年8月）
「情報セキュリティハンドブック」の制定及び周知
（2021年8月）
「情報セキュリティ」に関する全社教育（2021年8月）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

